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作成者：杉山真裕子 

静岡市「男女共同参画に関する市民意識調査」 

平成２６年度・平成３０年度・令和３年度・令和７年度 数値変化の分析 

参考資料 
静岡市公式ホームページ 男女共同参画に関する市民意識調査 

• 平成２６年度報告書 https://www.city.shizuoka.lg.jp/documents/2647/000813818.pdf 

• 平成３０年度報告書 https://www.city.shizuoka.lg.jp/documents/2647/000804441.pdf 
• 令和３年度報告書 https://www.city.shizuoka.lg.jp/documents/2647/reiwa3houkoku.pdf 
• 令和７年度報告書 https://www.city.shizuoka.lg.jp/documents/2647/07houkokusho.pdf 

 

１ 分析の要旨 

４回の調査を比較すると、女性の就業継続や男性の育児・介護参加を肯定する意識は広がっている。

一方、政治や地域活動における男性優遇感は改善しておらず、家庭内の家事負担にも大きな男女差が

残る。意識の変化が、実際の行動や生活環境、意思決定の場の変化に十分結び付いていないことが、

今回の比較から読み取れる。 

２ 各分野の男女平等感 

「男性の方が非常に優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇されている」の合計を比

較した。 

分野 平成２６ 平成３０ 令和３ 令和７ 増減（pt） 

家庭生活 ４４.２％ ４９.５％ ４７.８％ ４６.９％ ＋２.７ 

職場 ５５.１％ ４９.３％ ４９.０％ ４６.３％ ▲８.８ 

学校教育 １１.０％ １５.６％ １５.８％ １６.８％ ＋５.８ 

地域活動 ３１.７％ ３６.５％ ３７.４％ ３８.８％ ＋７.１ 

政治 ６８.９％ ７１.６％ ７６.４％ ７６.４％ ＋７.５ 

法律・制度 ３６.４％ ４６.２％ ５１.２％ ４８.６％ ＋１２.２ 

社会通念・慣習 ６７.７％ ７４.４％ ７５.８％ ７３.１％ ＋５.４ 

社会全体 ６４.７％ ７０.０％ ７４.８％ ６８.７％ ＋４.０ 

 

職場：男性優遇と感じる割合は５５.１％から４６.３％へ８.８ポイント低下し、４回を通じて改善傾

向が見られる。 

政治：６８.９％から７６.４％へ７.５ポイント上昇し、令和３年度から令和７年度も７６.４％のま

まである。市民の４人に３人以上が男性優遇と感じる状況が固定化している。 

地域活動：３１.７％から３８.８％へ７.１ポイント上昇している。自治会・町内会など身近な地域の

意思決定の場でも不平等感が強まっている。 
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法律・制度、社会全体：長期的には男性優遇感が上昇しているが、令和３年度から令和７年度にかけ

ては、それぞれ２.６ポイント、６.１ポイント低下している。直近では改善が見られるものの、依然

として高い水準にある。 

３ 政治の場に対する不平等感 

令和７年度は、政治の場について「男性優遇」７６.４％、「平等」９.１％、「女性優遇」２.５％で

ある。 

性別 男性優遇 平等 

男性 ７２.７％ １３.０％ 

女性 ８０.８％ ５.８％ 

 

女性では男性優遇との回答が８割を超える。一方、男性でも７割を超えているため、女性だけが感じ

ている問題ではなく、市民全体に共有されている認識と捉えられる。また、１８～２９歳でも７９.

３％であり、若い世代になれば自然に解消するとはいえない。 

４ 固定的性別役割分担への意識 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」という考え方への反対派は、令和３年度６８.５％から令

和７年度７０.０％へ、１.５ポイント増加した。令和７年度は男性６３.２％、女性７６.３％で、１

３.１ポイントの男女差がある。固定的役割分担への反対は多数派である一方、男女の認識差は残って

いる。 

５ 女性が仕事を続けることへの意識 

年度 
結婚・出産にかかわらず 

仕事をするのがよい 
固定的性別役割分担への 

反対派 

平成２６年度 ３２.０％ ― 

平成３０年度 ３９.０％ ― 

令和３年度 ５１.１％ ６８.５％ 

令和７年度 ４８.９％ ７０.０％ 

※固定的性別役割分担への反対派は、令和３年度と令和７年度の比較。 

 

平成２６年度から令和７年度までに１６.９ポイント上昇しており、女性の就業継続への支持は長期的

に広がっている。ただし、令和３年度からは２.２ポイント低下している。令和７年度は設問文が一部

変更されているため、意識が後退したと断定せず、今後の推移を確認する必要がある。 

令和７年度に仕事を続けるため必要とされた条件 

• 柔軟に調整できる就労時間 ８０.９％ 

• 介護施設・介護サービスの充実 ６２.４％ 

• 配偶者等の主体的な家事・育児・介護参加 ５６.０％ 

「配偶者等の主体的な参加」は、男性４６.６％、女性６５.３％で１８.７ポイントの差があり、女性

側が家庭内の分担をより切実な条件と捉えている。 
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６ 家事時間の男女差 

年度 男性 女性 男女差 

平成３０年度 １時間２８分 ４時間１９分 ２時間５１分 

令和３年度 １時間４２分 ４時間５３分 ３時間１１分 

令和７年度 １時間３０分 ５時間００分 ３時間３０分 

 

平成３０年度から令和７年度にかけて、男性は２分増、女性は４１分増となり、男女差は３９分拡大

した。令和３年度との比較では、男性は１２分減少し、女性は７分増加している。固定的役割分担へ

の反対意識が広がる一方、実際の家事負担は女性に偏ったままであり、意識と実態の隔たりを示す重

要な数値である。 

７ 男性の育児・介護休業への意識 

令和７年度は「積極的に取った方がよい」５４.６％、「どちらかといえば取った方がよい」３６.

５％で、肯定派は合計９１.１％である。制度への支持は非常に高い。 

実際の取得を妨げる主な要因 

• 仕事の評価や昇進への影響に対する不安 ５１.１％ 

• 給与等が減ることへの不安 ５０.４％ 

女性では「家事などは女性が行うものという社会全体の固定観念」が６０.０％で最も高く、男性の回

答より３０ポイント以上高い。収入、評価、人手不足、固定観念などが、賛成意識を実際の取得行動

へつなげる際の障壁となっている。 

８ 比較に当たっての注意点 

• 年度により、設問文、選択肢、対象範囲が一部変更されているため、すべての数値を同一条件の時

系列データとして扱うことはできない。 

• 家事時間について、令和７年度は「育児や介護を含む」と設問に明記されており、過年度との比較

は参考値として扱う必要がある。 

• 男性の育児・介護休業については、令和３年度と令和７年度で選択肢が異なるため、厳密な増減比

較は避ける。 

• 小数点以下の処理や無回答の扱いにより、回答割合の合計が１００％にならない場合がある。 
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